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⼊管法 

（永住許可） 
第⼆⼗⼆条 在留資格を変更しようとする外国⼈で永住者の在留資格への変更を希望するも

のは、法務省令で定める⼿続により、法務⼤⾂に対し永住許可を申請しなければならない。 
２ 前項の申請があつた場合には、法務⼤⾂は、その者が次の各号に適合し、かつ、その者の

永住が⽇本国の利益に合すると認めたときに限り、これを許可することができる。ただし、
その者が⽇本⼈、永住許可を受けている者⼜は特別永住者の配偶者⼜は⼦である場合にお
いては、次の各号に適合することを要しない。 

⼀ 素⾏が善良であること。 
⼆ 独⽴の⽣計を営むに⾜りる資産⼜は技能を有すること。 

３ 法務⼤⾂は、前項の規定による許可をすることとしたときは、出⼊国在留管理庁⻑官に、
当該外国⼈に対し、その旨を通知させるものとする。この場合において、その通知は、出⼊
国在留管理庁⻑官が、⼊国審査官に、当該許可に係る外国⼈に対し在留カードを交付させる
ことにより⾏うものとする。 

４ 第⼆項の規定による法務⼤⾂の許可は、前項の規定による在留カードの交付があつた時に、
その効⼒を⽣ずる。 

 
（在留資格の取消し） 

第⼆⼗⼆条の四 法務⼤⾂は、別表第⼀⼜は別表第⼆の上欄の在留資格をもつて本邦に在留す
る外国⼈（第六⼗⼀条の⼆第⼀項に規定する難⺠の認定⼜は同条第⼆項に規定する補完的
保護対象者の認定を受けている者を除く。）について、次の各号に掲げる事実のいずれかが
判明したときは、法務省令で定める⼿続により、当該外国⼈が現に有する在留資格を取り消
すことができる。 

⼀ 偽りその他不正の⼿段により、当該外国⼈が第五条第⼀項各号のいずれにも該当しないも
のとして、前章第⼀節⼜は第⼆節の規定による上陸許可の証印（第九条第四項の規定による
記録を含む。次号において同じ。）⼜は許可を受けたこと。 

⼆ 前号に掲げるもののほか、偽りその他不正の⼿段により、上陸許可の証印等（前章第⼀節
若しくは第⼆節の規定による上陸許可の証印若しくは許可（在留資格の決定を伴うものに
限る。）⼜はこの節の規定による許可をいい、これらが⼆以上ある場合には直近のものをい
うものとする。以下この項において同じ。）を受けたこと。 

三 前⼆号に掲げるもののほか、不実の記載のある⽂書（不実の記載のある⽂書⼜は図画の提
出⼜は提⽰により交付を受けた在留資格認定証明書及び不実の記載のある⽂書⼜は図画の
提出⼜は提⽰により旅券に受けた査証を含む。）⼜は図画の提出⼜は提⽰により、上陸許可
の証印等を受けたこと。 

四 偽りその他不正の⼿段により、第五⼗条第⼀項⼜は第六⼗⼀条の⼆の⼆第⼆項の規定によ
る許可を受けたこと（当該許可の後、これらの規定による許可⼜は上陸許可の証印等を受け
た場合を除く。）。 

五 別表第⼀の上欄の在留資格をもつて在留する者が、当該在留資格に応じ同表の下欄に掲げ
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る活動を⾏つておらず、かつ、他の活動を⾏い⼜は⾏おうとして在留していること（正当な
理由がある場合を除く。）。 

六 別表第⼀の上欄の在留資格をもつて在留する者が、当該在留資格に応じ同表の下欄に掲げ
る活動を継続して三⽉（⾼度専⾨職の在留資格（別表第⼀の⼆の表の⾼度専⾨職の項の下欄
第⼆号に係るものに限る。）をもつて在留する者にあつては、六⽉）以上⾏わないで在留し
ていること（当該活動を⾏わないで在留していることにつき正当な理由がある場合を除
く。）。 

七 ⽇本⼈の配偶者等の在留資格（⽇本⼈の配偶者の⾝分を有する者（兼ねて⽇本⼈の特別養
⼦（⺠法（明治⼆⼗九年法律第⼋⼗九号）第⼋百⼗七条の⼆の規定による特別養⼦をいう。
以下同じ。）⼜は⽇本⼈の⼦として出⽣した者の⾝分を有する者を除く。）に係るものに限
る。）をもつて在留する者⼜は永住者の配偶者等の在留資格（永住者等の配偶者の⾝分を有
する者（兼ねて永住者等の⼦として本邦で出⽣しその後引き続き本邦に在留している者の
⾝分を有する者を除く。）に係るものに限る。）をもつて在留する者が、その配偶者の⾝分を
有する者としての活動を継続して六⽉以上⾏わないで在留していること（当該活動を⾏わ
ないで在留していることにつき正当な理由がある場合を除く。）。 

⼋ 前章第⼀節若しくは第⼆節の規定による上陸許可の証印若しくは許可、この節の規定によ
る許可⼜は第五⼗条第⼀項若しくは第六⼗⼀条の⼆の⼆第⼆項の規定による許可を受けて、
新たに中⻑期在留者となつた者が、当該上陸許可の証印⼜は許可を受けた⽇から九⼗⽇以
内に、出⼊国在留管理庁⻑官に、住居地の届出をしないこと（届出をしないことにつき正当
な理由がある場合を除く。）。 

九 中⻑期在留者が、出⼊国在留管理庁⻑官に届け出た住居地から退去した場合において、当
該退去の⽇から九⼗⽇以内に、出⼊国在留管理庁⻑官に、新住居地の届出をしないこと（届
出をしないことにつき正当な理由がある場合を除く。）。 

⼗ 中⻑期在留者が、出⼊国在留管理庁⻑官に、虚偽の住居地を届け出たこと。 
 
 

2009 年改定⼊管法附則 （検討） 
第六⼗条 ＜略＞ 
２ ＜略＞ 
３ 法務⼤⾂は、永住者の在留資格をもって在留する外国⼈のうち特に我が国への定着性の⾼

い者について、歴史的背景を踏まえつつ、その者の本邦における⽣活の安定に資するとの観
点から、その在留管理の在り⽅を検討するものとする。 

 
 
2009 年改定⼊管法参議院附帯決議 

1 永住者のうち特に我が国への定着性の⾼いのもについて在留管理の在り⽅の検討に当たっ
ては、その歴史的背景を踏まえ、在留カードの常時携帯義務及びその義務違反に対する刑事
罰の在り⽅、在留カードの更新等の⼿続、再⼊国許可制度等を含め、在留管理全般について、
広範な検討を⾏うこと。 
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永住許可に関するガイドライン（23 年 12 ⽉ 1 ⽇改訂） 

１ 法律上の要件 
（１）素⾏が善良であること 

法律を遵守し⽇常⽣活においても住⺠として社会的に⾮難されることのない⽣活を営
んでいること。 

（２）独⽴の⽣計を営むに⾜りる資産⼜は技能を有すること 
 ⽇常⽣活において公共の負担にならず、その有する資産⼜は技能等から⾒て将来に

おいて安定した⽣活が⾒込まれること。 
（３）その者の永住が⽇本国の利益に合すると認められること 

ア 原則として引き続き１０年以上本邦に在留していること。ただし、この期間のうち、
就労資格（在留資格「技能実習」及び「特定技能１号」を除く。）⼜は居住資格をも
って引き続き５年以上在留していることを要する。 

イ 罰⾦刑や懲役刑などを受けていないこと。公的義務（納税、公的年⾦及び公的医療
保険の保険料の納付並びに出⼊国管理及び難⺠認定法に定める届出等の義務）を適
正に履⾏していること。 

ウ 現に有している在留資格について、出⼊国管理及び難⺠認定法施⾏規則別表第２に
規定されている最⻑の在留期間をもって在留していること。 

エ 公衆衛⽣上の観点から有害となるおそれがないこと。 
※ ただし、⽇本⼈、永住者⼜は特別永住者の配偶者⼜は⼦である場合には、（１）及び

（２）に適合することを要しない。また、難⺠の認定⼜は補完的保護対象者の認定
を受けている者の場合には、（２）に適合することを要しない。 

 
２ 原則１０年在留に関する特例 
（１）⽇本⼈、永住者及び特別永住者の配偶者の場合、実体を伴った婚姻⽣活が３年以上継

続し、かつ、引き続き１年以上本邦に在留していること。その実⼦等の場合は１年以上
本邦に継続して在留していること 

（２）「定住者」の在留資格で５年以上継続して本邦に在留していること 
（３）難⺠の認定⼜は補完的保護対象者の認定を受けた者の場合、認定後５年以上継続して

本邦に在留していること 
（４）外交、社会、経済、⽂化等の分野において我が国への貢献があると認められる者で、

５年以上本邦に在留していること 
 ※「我が国への貢献」に関するガイドラインを参照して下さい。 
（５）地域再⽣法（平成１７年法律第２４号）第５条第１６項に基づき認定された地域再⽣

計画において明⽰された同計画の区域内に所在する公私の機関において、出⼊国管理
及び難⺠認定法第７条第１項第２号の規定に基づき同法別表第１の５の表の下欄に掲
げる活動を定める件（平成２年法務省告⽰第１３１号）第３６号⼜は第３７号のいずれ
かに該当する活動を⾏い、当該活動によって我が国への貢献があると認められる者の
場合、３年以上継続して本邦に在留していること 
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（６）出⼊国管理及び難⺠認定法別表第１の２の表の⾼度専⾨職の項の下欄の基準を定め
る省令（以下「⾼度専⾨職省令」という。） に規定するポイント計算を⾏った場合に７
０点以上を有している者であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 「⾼度⼈材外国⼈」として必要な点数を維持して３年以上継続して本邦に在留し
ていること。 

イ 永住許可申請⽇から３年前の時点を基準として⾼度専⾨職省令に規定するポイ
ント計算を⾏った場合に７０点以上の点数を有していたことが認められ、３年以
上継続して７０点以上の点数を有し本邦に在留していること。 

（７）⾼度専⾨職省令に規定するポイント計算を⾏った場合に８０点以上を有している者
であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 「⾼度⼈材外国⼈」として必要な点数を維持して１年以上継続して本邦に在留し
ていること。 

イ 永住許可申請⽇から１年前の時点を基準として⾼度専⾨職省令に規定するポイ
ント計算を⾏った場合に８０点以上の点数を有していたことが認められ、１年以
上継続して８０点以上の点数を有し本邦に在留していること。 

（８）特別⾼度⼈材の基準を定める省令（以下「特別⾼度⼈材省令」という。）に規定する
基準に該当する者であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 「特別⾼度⼈材」として１年以上継続して本邦に在留していること。 
イ １年以上継続して本邦に在留している者で、永住許可申請⽇から１年前の時点を

基準として特別⾼度⼈材省令に規定する基準に該当することが認められること。 
  

（注１）本ガイドラインについては、当⾯、在留期間「３年」を有する場合は、前記１(３)ウ
の「最⻑の在留期間をもって在留している」ものとして取り扱うこととする。 

（注２）前記２（６）アの「⾼度⼈材外国⼈」とは、ポイント計算の結果７０点以上の点数を
有すると認められて在留している者が該当し、前記２（７）アの「⾼度⼈材外国⼈」と
は、ポイント計算の結果８０点以上の点数を有すると認められて在留している者が該
当し、前記２（８）アの「特別⾼度⼈材」とは、特別⾼度⼈材省令に規定する基準に該
当すると認められて在留している者が該当する。 


